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商工団体

価格転嫁円滑化連携協定を締結

円 安
エネルギー
価格高騰

原材料高 人件費
上昇

県内中小企業の現場では

約３割

製 造 業

約４割

非製造業

コスト上昇分の20％未満しか
価格転嫁できていない

企業の価格転嫁への機運を高める

R6.3.15

佐賀労働局

九州経済産業局

九州運輸局

連合佐賀

13機関 が連携し

全佐 賀 県

しかし

価格転嫁伴走支援プロジェクト

令和７年度事業効果

の好循環を県内に広める

事業者の価格転嫁を強力に推進するため

現状把握・分析
原価計算
交渉術（タイミング）

価格交渉を進めるには

などが必要

が

②価格交渉スキル向上のためのセミナー開催

①専門家による伴走支援

佐賀県独自の取組により

価格転嫁を引き続き推し進めていきます

交渉にも同席

○専門家派遣

→現在約１３０の事業者に
伴走支援中！（受付中）

現 在

○スキルアップセミナー開催
（R7.7～8月開催 計８回 ６４名受講）

〇業種別ワークショップ開催
（R7.9～R8.1月開催 計８回 ２１名受講）

③業種別ワークショップ開催

（BtoB）

製造業などでの

全額又は一部で価格転嫁

（BtoC）

飲食店などでの

販売価格の改定
（R8年1月末時点）
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